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貸 借 対 照 表 

(2023年12月31日現在） 

（単位：千円） 

資  産  の  部 負  債  の  部 

科 目 金 額 科 目 金 額 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

売 掛 金 

リ ー ス 債 権 

商 品 

前 払 費 用 

未 収 還 付 法 人 税 等 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

   

固 定 資 産          

有 形 固 定 資 産 

建 物 

機 械 及 び 装 置 

工 具 、 器 具 及 び 備 品 

建 設 仮 勘 定 

 

無 形 固 定 資 産 

ソ フ ト ウ ェ ア 

 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

長 期 前 払 費 用 

敷 金 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

 

3,222,807 

2,676,594 

354,561 

1,433 

53,538 

39,225 

48,594 

49,232 

△373 

 

1,149,309 

713,282 

11,254 

687,643 

12,380 

2,003 

 

286,082 

286,082 

 

149,944 

1,634 

0 

18,018 

19,131 

56,709 

54,449 

流  動  負  債 

一年内返済予定の長期借入金 

未 払 金 

未 払 費 用 

未 払 消 費 税 等 

設 備 関 係 未 払 金 

前 受 金 

そ の 他 

 

 

 

 

 

 

固 定 負 債 

長 期 借 入 金 

退 職 給 付 引 当 金 

資 産 除 去 債 務 

そ の 他 

 

 

 

498,638 

185,204 

194,171 

40,774 

11,121 

1,849 

60,621 

 4,896 

 

 

 

 

 

 

237,801 

115,562 

102,548 

13,154 

6,537 

 

負 債 合 計 736,440 

純  資  産  の  部 

株 主 資 本 

資 本 金 

資本剰余金 

資 本 準 備 金 

その他資本剰余金 

利益剰余金  

その他 利 益 剰 余 金 

繰 越 利 益 剰 余 金 

 

3,635,677 

 379,309 

343,576 

304,309 

39,267 

2,912,791 

2,912,791 

2,912,791 

 

純 資 産 合 計 3,635,677 

資 産 合 計 4,372,117 負債及び純資産合計  4,372,117 

（注)当期純利益 109,725千円 
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 個 別 注 記 表 

 

１． 重要な会計方針に係る事項に関する注記  

（１） 資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券の評価基準及び評価方法 

関係会社株式 移動平均法による原価法 

その他有価証券  

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法 

 

②棚卸資産の評価基準及び評価方法 

  商品   移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法に 

より算定） 

 

（２） 固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産（リース資産を除く）  定額法 

なお、主な耐用年数は以下の通りであります。 

建物 ８～15年 

機械及び装置 ５～９年 

工具、器具及び備品 ３～15年 

 

②無形固定資産（リース資産を除く）  定額法 

なお、自社利用のソフトウェアの減価償却は、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づいております。 

 

③リース資産                     所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同

一の方法を採用しております。 

 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。 

 

（３） 引当金の計上基準  

①貸倒引当金 

売上債権等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 

②退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上してお

ります｡ 

 

 （４） 重要な収益および費用の計上基準  

当社は、約束した財またはサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財またはサービスと交換に

受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。当社は主に、日本全国のケーブルテ

レビ事業者及び番組供給事業者向けの通信ネットワーク事業を行っております。当社が提供する基本

システム利用料や回線利用料の販売については、顧客との契約に基づき、主に顧客が検収した時点で

履行義務が充足されるため、当該時点で収益を認識しております。また、自治体からの業務委託につい

ては、顧客との契約に基づき、履行義務が時の経過とともに充足されるため、契約期間に応じて一定の

期間にわたり収益を認識しております。 

 

 （５） 消費税等の会計処理  

消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。 
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２．貸借対照表に関する注記  

（１）有形固定資産の減価償却累計額             

なお、上記金額には、減損損失累計額を含めております。 

 

（２）関係会社に対する金銭債権債務（区分表示したものを除く） 

短期金銭債権 

短期金銭債務 

 

（３）契約負債の残高 

なお、上記金額は、前受金として表示しております。 

             

３．税効果会計に関する注記  

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（単位：千円） 

繰延税金資産  

減価償却超過額 23,666 

資産除去債務 4,027 

31,866 退職給付引当金 

関係会社株式評価損 9,669 

投資有価証券評価損 5,623 

その他 23,753 

繰延税金資産小計 98,608 

評価性引当額 △39,832 

繰延税金資産合計 58,775 

  

繰延税金負債  

資産除去債務に対応する固定資産増加額 1,635 

その他 430 

繰延税金負債合計 2,066 

  

繰延税金資産の純額 56,709 

 

４．関連当事者との取引に関する注記 

親会社及び法人主要株主等  

（単位：千円） 

属性 

会社

等 

の名

称 

議決権等

の所有

（被所有）

割合 

関連当

事者との

関係 

取引の内容 
取引金額 

(注) 
科目 期末残高 

その他

の 

関係会

社 

株式会

社 

NTT 

ドコモ 

（被所有） 

直接17.3％ 

番組配

信 

サービス

及び業務

委託 

 

映像信号受渡

サービス（注） 
17,426 売掛金 2,692 

番組送出設備

運用業務委託

(注) 

592,053 
未払金 

未払費用 

54,519 

803 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注） 価格その他の取引条件については、個別に見積書を提出し価格交渉の上、決定しています。 

  

 

５．１株当たり情報に関する注記  

（１）１株当たり純資産額 1,049円51銭 

  

（２）１株当たり当期純利益 31円67銭 

 

2,140,495千円 

9,507千円 

67,218千円 

60,621千円 


